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平成 24年１月 31日 

各 位 

会社名 株式会社 JBISホールディングス 

代表者名 代表取締役社長 内池 正名 

(コード番号 3820 東証第一部) 

問合せ先 取締役 本多 修 

(TEL 03-3630-7014) 

株式会社エヌ・ティ・ティ・データによる当社株券に対する 
公開買付けに関する賛同意見表明のお知らせ 

当社は、平成 24 年１月 31 日開催の取締役会において、株式会社エヌ・ティ・ティ・データ（以下「公開 

買付者」といいます。）による当社普通株式に対する公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）につ 

いて、下記のとおり、決議に参加した取締役の全員一致により、本公開買付けに対し賛同の意見を表明する 

とともに、 当社の株主の皆様に対して本公開買付けに応募することを推奨する旨の決議をいたしましたので、 

お知らせいたします。 

なお、上記の賛同意見表明及び応募推奨にかかる当社の取締役会決議は、公開買付者が本公開買付け及び 

下記「２．当該公開買付けに関する意見の内容、根拠及び理由」「（６）本公開買付け後の組織再編等の方針 

（いわゆる二段階買収に関する事項）」に記載のその後に予定された一連の手続を経て、当社の連結子会社 

化及び一定の基準を満たすことを条件とする非公開化を企図していること、並びに当社普通株式が上場廃止 

となる可能性があることを前提として行われたものであります。 

記 

１．公開買付者の概要 

（１） 名 称 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 

（２） 所 在 地 東京都江東区豊洲三丁目３番３号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 山下 徹 

（４） 事 業 内 容 
システムインテグレーション事業、ネットワークシステムサービス事 

業 

（５） 資 本 金 142,520 百万円（平成23年３月 31日現在） 

（６） 設 立 年 月 日 昭和 63年５月 23日 

（７） 大株主及び持株比率 

日本電信電話株式会社（54.18％） 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）（4.52％） 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）（3.98％） 

ＳＳＢＴ ＯＤ０５ ＯＭＮＩＢＵＳ ＡＣＣＯＵＮＴ － ＴＲＥ 

ＡＴＹ ＣＬＩＥＮＴＳ（0.98％） 

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口）（0.92％） 

ＮＴＴデータ社員持株会（0.92％） 

ＴＨＥ ＢＡＮＫ ＯＦ ＮＥＷＹＯＲＫ， ＴＲＥＡＴＹ ＪＡＳ 

ＤＥＣ ＡＣＣＯＵＮＴ（0.89％）
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ＪＰモルガン証券株式会社（0.85％） 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４）（0.65％） 

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＡＮＤ ＴＲＵＳＴ ＣＯＭ 

ＰＡＮＹ ５０５２２５（0.53％） 

（平成 23年９月 30日現在） 

（８） 上場会社と公開買付者の関係 

資 本 関 係 

公開買付者は当社の発行済普通株式総数（32,789,400株）の 1.33％の 

普通株式を保有しています。また、当社の関係者及び関係会社と公開 

買付者の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき資本関係はありま 

せん。 

人 的 関 係 

当社と公開買付者との間には、記載すべき人的関係はありません。ま 

た、当社の関係者及び関係会社と公開買付者の関係者及び関係会社の 

間には、特筆すべき人的関係はありません。 

取 引 関 係 

当社と公開買付者との間には、記載すべき取引関係はありません。ま 

た、当社の関係者及び関係会社と公開買付者の関係者及び関係会社の 

間については一般的な取引先として商取引がございます。 平成 22年度 

における取引実績としては、公開買付者から当社の関係会社である日 

本電子計算株式会社（以下「日本電子計算」といいます。）への発注 

額が約 174 百万円、当社の関係会社である日本電子計算から公開買付 

者への発注額が約５百万円です。公開買付者の関係会社である株式会 

社ＮＴＴデータセキスイシステムズから当社の関係会社であるＪＩＰ 

テクノサイエンス株式会社への発注額が約 714 百万円、当社の関係会 

社である日本証券金融株式会社（以下「日本証券金融」といいます。） 

から公開買付者への発注額が約0.35 百万円、 当社の関係会社である日 

本証券代行株式会社（以下「日本証券代行」といいます。）から公開 

買付者への発注額が約 11百万円です。 

関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 

公開買付者は、当社の関連当事者には該当しません。また、公開買付 

者の関係者及び関係会社は、当社の関連当事者には該当しません。 

２．当該公開買付けに関する意見の内容、根拠及び理由 

（１）本公開買付けに関する意見の内容 

当社は、平成24年１月31日開催の取締役会において、本公開買付けについて、下記「（２）本公開買 

付けに関する意見の根拠及び理由」に記載の根拠及び理由に基づき、決議に参加した取締役の全員一致 

により、本公開買付けに対し賛同の意見を表明するとともに、当社の株主の皆様に対して本公開買付け 

に応募することを推奨する旨の決議をいたしました。 

なお、上記取締役会決議は、下記「（３）買付け等の価格の公正性を担保するための措置及び利益相 

反を回避するための措置等本公開買付けの公正性を担保するための措置」「④利害関係を有しない取締 

役及び監査役全員の承認」に記載された方法により行われております。 

（２）本公開買付けに関する意見の根拠及び理由 

① 本公開買付けの概要
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当社は、公開買付者より、本公開買付けの概要につき、以下の説明を受けております。 

公開買付者は、本日現在、株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）市場 

第一部に上場している当社普通株式を435,000株（当社の第６期第２四半期報告書（平成23年11月14 

日提出）に記載された平成23年９月30日現在の当社の発行済株式総数32,789,400株に対する保有割 

合：1.33％（以下 「保有割合」 といい、 その計算において小数点以下第三位を四捨五入しております。）） 

保有しております。今般、公開買付者は、平成24年１月31日開催の取締役会において、当社を公開買 

付者の連結子会社化し、かつ、下記「（６）本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収 

に関する事項）」の「①全部取得条項付種類株式による全部取得」に記載のとおり、本公開買付けに対 

して応募された当社普通株式の総数から日本証券金融が応募する当社普通株式の数（4,059,527株（保 

有割合：12.38％） ）及び日本ビルディング株式会社（以下「日本ビルディング」といいます。）が応募 

する当社普通株式の数（131,250株（保有割合：0.40％） ）を控除した数が下記「（６）本公開買付け後 

の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）」の「①全部取得条項付種類株式による全部 

取得」に記載の一連の手続き（以下「本非公開化手続き」といいます。）を実施するにあたって基準と 

なる株式数（以下「基準株式数」といい、下記（注１）に定義します。）以上であることを条件に、当 

社の株主を公開買付者及び日本証券金融のみとし、当社を非公開化する取引を実施することを目的と 

して、本公開買付けを実施することを決議しているとのことです。本公開買付けにあたり、公開買付 

者は、 当社の筆頭株主である日本証券金融との間で平成24年１月31日付で公開買付応募契約 （以下 「本 

公開買付応募契約」といいます。）を締結し、日本証券金融が、その保有する当社普通株式10,579,727 

株（保有割合：32.27％）の一部である4,059,527株（保有割合：12.38％）について本公開買付けに応 

募し、かつ、日本証券金融の子会社である日本ビルディングをして、その保有する当社普通株式の全 

てである131,250株（保有割合：0.40％）を本公開買付けに応募させる旨を合意しているとのことです 

（ただし、公開買付者が、日本証券金融に対して、日本証券金融が保有する当社普通株式について追 

加的に本公開買付けに応募することを要請した場合には、日本証券金融は直ちに公開買付者からの要 

請について公開買付者との間で誠実に協議することとなっているとのことです。 ）。なお、公開買付者 

と日本証券金融は、証券業界における今後の戦略的な取組みに向け、証券業界における人脈、顧客基 

盤、資産等を有する日本証券金融との関係を維持する観点から、本公開買付けの実施後も、日本証券 

金融が当社普通株式の一部（6,520,200株（保有割合：19.89％））を継続して保有する旨を合意してい 

るとのことです。 

本公開買付応募契約の内容については、下記「３．公開買付者と当社の株主との間における公開買 

付けへの応募に係る重要な合意に関する事項」をご参照ください。 

本公開買付けにおいては、公開買付者は15,959,701株（保有割合：48.67％）を買付予定数の下限に 

設定しており、応募株券等の数の合計が買付予定数の下限に満たない場合は、応募株券等の全部の買 

付け等を行わないとのことです。他方、応募株券等の数の合計が買付予定数の下限以上の場合には、 

公開買付者は応募株券等の全部の買付け等を行うとのことです。上記の買付予定数の下限につきまし 

ては、本公開買付け成立後における公開買付者の保有割合が過半数となるように設定しているとのこ 

とです。なお、本公開買付けにおける買付けの対象については、当社普通株式のうち、平成23年11月 

14日に当社が提出した第６期第２四半期報告書に記載された平成23年９月30日現在の当社が保有する 

自己株式（114,300株）を除くものとしているとのことです。 

なお、当社は、平成24年１月31日開催の取締役会において、本公開買付けについて賛同の意見を表 

明することに伴い、また当社の子会社である日本証券代行の発行済普通株式の全て（9,838,000株）を 

住友信託銀行株式会社（以下「住友信託銀行」といいます。） （譲渡予定株式数：8,372,138株）及び日 

本証券金融（譲渡予定株式数：1,465,862株）に譲渡することを決議したことに伴い、日本証券代行が 

保有している当社普通株式44,850株（保有割合：0.14％）について平成24年２月６日付で取得するこ
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とを決議しております。当該当社普通株式の取得価額の総額は13,903,500円（44,850株に本公開買付 

けにおける当社普通株式１株当たりの買付け等の価格（以下「本公開買付価格」といいます。）を乗じ 

た金額）であります。なお、当該自己株式の取得は、公開買付者と当社との間の平成24年１月31日付 

の公開買付けに関する覚書（以下「公開買付覚書」といい、その内容は後述します。）において定めら 

れているものです。詳細については、本日別途公表いたしました「自己株式の取得に関するお知らせ」 

をご参照ください。 

また、当社は、平成24年１月31日開催の取締役会において、本公開買付けが実施されることを機に 

（i） 当社の子会社である日本証券代行における証券代行業務を中心とした金融商品取引業務を戦略的 

に成長させることを目的として日本証券代行の発行済普通株式の全て（9,838,000株）のうち、 

8,372,138株を住友信託銀行へ、残りの1,465,862株を日本証券金融へ譲渡すること、並びに（ii）金 

融商品取引業務を営む日本証券代行の発行済普通株式の全てを譲渡することに伴い、当社グループに 

おける金融商品取引業務を営む関連会社の位置づけを見直す必要性があることから、当社の持分法適 

用関連会社である新潟証券株式会社（以下「新潟証券」といいます。）を当社の持分法適用関連会社 

から除外することを目的としてその保有する新潟証券の普通株式（860,000株（新潟証券株式の所有割 

合：21.76％））の一部（100,000株）を株式会社富有社（以下「富有社」といいます。）に譲渡するこ 

とをそれぞれ決議し（当該譲渡後の当社による新潟証券株式の所有割合：19.23％）、日本証券代行 

の発行済普通株式の譲渡にあわせ、（iii）同日開催の日本証券代行及び同じく当社の子会社である日 

本電子計算それぞれの取締役会において、同日付で日本証券代行を吸収分割会社、日本電子計算を吸 

収分割承継会社とする吸収分割契約を締結すること（以下、日本証券代行を吸収分割会社、日本電子 

計算を吸収分割承継会社とする吸収分割を「本件吸収分割」といいます。）、並びに(iv)同日開催の日 

本証券代行の取締役会において、 希望退職者の募集を行うことを決議しております。 詳細については、 

本日別途公表いたしました「子会社及び持分法適用関連会社の異動（株式譲渡）、当社子会社におけ 

る事業再構築並びに業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。 

なお、日本証券代行及び新潟証券の発行済普通株式の譲渡並びに日本証券代行における希望退職者 

の募集に伴い、当社は平成24年３月期通期の連結業績予想数値の修正を行っております。詳細につい 

ては、本日別途公表いたしました「子会社及び持分法適用関連会社の異動（株式譲渡）、当社子会社 

における事業再構築並びに業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。 

（注１）「基準株式数」とは、当社の発行済普通株式の総数 32,789,400 株（当社が保有する自己株式 

（114,300 株）を除きます。）から本日現在において、公開買付者、日本証券金融及び日本ビルデ 

ィングが保有する当社普通株式の数（それぞれ順に435,000 株、10,579,727 株及び 131,250 株） 

を控除した数（21,529,123 株）に 66.67％を乗じた数（14,353,467 株。１株未満は切り上げてお 

ります。）をいうとのことです。なお、基準株式数（14,353,467 株）に、公開買付者の保有する 

当社普通株式の数（435,000株） 、日本証券金融及び日本ビルディングが本公開買付けに対して応 

募する予定の当社普通株式の数（それぞれ順に 4,059,527 株及び 131,250 株）を加えた合計株式 

数（18,979,244株）に係る議決権の数（189,792個）と、日本証券金融が本公開買付け後も継続 

して保有する当社普通株式の数（6,520,200 株）に係る議決権の数（65,202 個）の合計（254,994 

個）の、当社の第６期第２四半期報告書（平成23年 11 月 14 日提出）に記載された平成 23年９ 

月 30日現在の総株主の議決権 326,008 個に占める割合は、78.22％（小数点以下第三位を四捨五 

入）とのことです。 

② 本公開買付けに賛同するに至った意思決定の過程及び理由 

（ア）本公開買付けの背景等



­5­ 

当社は、昭和37年設立の日本電子計算及び昭和25年設立の日本証券代行の共同株式移転により平成 

18年10月に設立されました。当社は、日本電子計算及び日本証券代行の持つ経営資源を効果的に集約 

し、時代の要請に機動的かつ弾力的に対応できる強い企業体質の構築を目指しておりました。しかし 

ながら、昨今の事業環境の変化に対応するため、日本証券代行については、平成24年１月31日開催の 

当社取締役会において、 当社が保有するその全株式を住友信託銀行及び日本証券金融に総額1,200百万 

円で譲渡することを決議し、新たな企業グループの下で、証券代行業務を中心とした金融商品取引業 

務を戦略的に成長させることを目指していくこととなりました。詳細については、本日別途公表いた 

しました「子会社及び持分法適用関連会社の異動（株式譲渡）、当社子会社における事業再構築並び 

に業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。 

当社は、子会社である日本電子計算及びその関連グループ会社を通じて、(i)金融・証券会社向けに 

は証券総合システム（ＳＩＧＭＡ21）/投信窓販取引システム/不公正取引監視システム/営業員支援シ 

ステム等の幅広いサービスを、 (ii)公共・自治体向けには総合行政情報システム/総合窓口システム等 

の幅広いサービスを、(iii)一般企業向けには中堅製造業向けＥＲＰ（エンタープライズ リソース プ 

ランニング） （注２）/医学・医薬品情報データベース等の幅広いサービスを、(iv)教育機関向けには 

教育基盤/入試・資格試験等の幅広いサービスをそれぞれ提供しております。 

一方、公開買付者は、 平成21年５月12日に 「ＮＴＴデータグループの中期経営について」を公表し、 

今後を展望した新たな事業の方向性、経営の考え方のまとめに沿って事業展開を進めているとのこと 

です。景況感の悪化が継続する厳しい経済環境の中、ＴＣＯ（総所有コスト）削減につながるシステ 

ムの共同利用化、業界再編に伴うシステム統合ニーズなどへの変化に対応した「サービス提供能力の 

強化」、「グループ事業の拡大・強化」及び「環境志向経営の推進」という経営方針に基づき、新た 

な中期経営の下で「質を伴う量の拡大」を図り、持続的な事業の発展及び公開買付者グループの企業 

価値の拡大に努めているとのことです。 

その中で、当社は、今後の更なる飛躍に向けて、サービスソリューション事業の拡大、新規顧客基 

盤の拡大及びそれに伴う人材の確保、さらに顧客環境における業界再編への戦略的な対応が経営の課 

題であるとの認識の下、協業により企業価値が最大化されるような事業シナジーが見込まれる企業と 

の事業提携を模索しておりました。 このような状況の中、 公開買付者と当社は、 平成23年４月頃より、 

両社の企業価値の向上のための諸施策について検討を開始いたしました。 

公開買付者及び当社は、公開買付者及び当社それぞれが有する高価値のブランド、高い技術力、顧 

客からの信頼・実績を相互に活用・融合して、公開買付者と当社の間に高いシナジー効果をもたらす 

ことができると考えております。現時点で想定されるシナジー効果は、(i)公開買付者と当社が保有す 

る幅広い顧客基盤の相互利用により、クロスセルの実現によるソリューションサービス事業の大幅な 

拡大、(ii)今後想定される資金決済制度改革への包括的なサービス提供に向けた取組み、(iii)資金証 

券業務にノウハウを持つ当社の人材の効果的な相互利用、システムインテグレーション・システム基 

盤構築に強みを持つ公開買付者の人材の交流から生み出される、高付加価値な新規サービスの創出、 

(iv)証券業界における今後の再編に対する戦略的な取組みの４点です。公開買付者及び当社は、以上 

のシナジー効果により双方の企業価値向上を実現できるとの認識を共有するに至りました。 

公開買付者及び当社は、上記の４点を実現し、相互の事業上のシナジーを最大化するためには、公 

開買付者が、日本証券金融の保有する当社普通株式の一部（6,520,200株（保有割合：19.89％））を除 

き、当社普通株式の全てを取得することにより、両社の関係を強化し、スピード感をもって効果的な 

業務提携を進めていくことができるとの判断に至っております。以上から、公開買付者は、平成24年 

１月31日付で本公開買付けの実施を決定したとのことです。 

なお、公開買付者によれば、証券業界における今後の戦略的な取組みに向け、証券業界における人 

脈、顧客基盤、資産等を有する日本証券金融との関係を維持する観点から、公開買付者は日本証券金
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融と、本公開買付応募契約において、本公開買付けの実施後も、日本証券金融が当社普通株式の一部 

（6,520,200株（保有割合：19.89％））を継続して保有する旨を合意しているとのことです。また、当 

社は、平成24年１月31日開催の取締役会において、本公開買付けが実施されることを機に、 （i）当社 

の子会社である日本証券代行における証券代行業務を中心とした金融商品取引業務を戦略的に成長さ 

せることを目的として日本証券代行の発行済普通株式の全て（9,838,000株）のうち、8,372,138株を 

住友信託銀行へ、残りの1,465,862株を日本証券金融へ譲渡すること、並びに（ii）金融商品取引業務 

を営む日本証券代行の発行済普通株式の全てを譲渡することに伴い、当社グループにおける金融商品 

取引業務を営む関連会社の位置づけを見直す必要性があることから、当社の持分法適用関連会社であ 

る新潟証券を当社の持分法適用関連会社から除外することを目的としてその保有する新潟証券の普通 

株式（860,000株（新潟証券株式の所有割合：21.76％） ）の一部（100,000株）を富有社に譲渡するこ 

とを決議いたしました（当該譲渡後の当社による新潟証券株式の所有割合：19.23％） 。さらに、当社 

は、平成24年１月31日開催の取締役会において、本公開買付けについて賛同の意見を表明することに 

伴い、また日本証券代行の発行済普通株式の全てを住友信託銀行及び日本証券金融に譲渡することを 

決議したことに伴い、日本証券代行が保有している当社普通株式44,850株（保有割合：0.14％）につ 

いて平成24年２月６日付で取得する旨を決議いたしました。なお、当該当社普通株式の取得価額の総 

額は13,903,500円（44,850株に本公開買付価格を乗じた金額）であります。 

（注２）ＥＲＰ（エンタープライズ リソース プランニング）とは、企業活動に必要な会計、販売、生 

産、購買などの基幹業務を支援するための統合業務パッケージのことをいいます。 

（イ）本公開買付け後の経営方針 

当社は、公開買付者より、本公開買付け後の経営方針につき、以下の説明を受けております。 

本公開買付けが成立した場合には、公開買付者は、当社への取締役の派遣等（当社の平成24年６月 

に開催予定の定時株主総会（以下「次期定時株主総会」といいます。）の決議に基づき取締役及び監 

査役を派遣する予定です。）を通じて経営に参加し、上記「（ア）本公開買付けの背景等」に記載の 

施策の速やかな実行及びそれに伴うシナジーの早期実現を図ることで、公開買付者及び当社双方の企 

業価値向上に邁進するとのことです。具体的には、公開買付者は、次期定時株主総会において、(i) 

取締役候補者を11名としそのうち公開買付者が別途指名する者６名を取締役候補者とする取締役選任 

議案及び(ii)公開買付者が別途指名する者２名を監査役候補者とする監査役選任議案を上程すること 

を当社に要請する予定とのことです。 

なお、 当社は、 平成24年１月31日開催の取締役会において、 本公開買付けが成立することを条件に、 

当社が平成23年５月11日に公表した平成24年３月期期末配当予想を修正し、平成24年３月期期末配当 

は行わないことを決議しております。 詳細については、 本日別途公表いたしました 「平成24年３月期 期 

末配当予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。 

（ウ）当社の意思決定の過程 

当社は、公開買付者による当社の連結子会社化及び本非公開化手続きを目的とした本公開買付けに 

係る一連の取引（以下「本取引」といいます。）に関する提案を受け、下記「（３）買付け等の価格 

の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等本公開買付けの公正性を担保す 

るための措置」の「①当社における独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得」に記載の 

株式価値算定書、同「③当社における独立した法律事務所からの助言」に記載の法的助言、その他の 

関連資料を踏まえ、本取引、本公開買付価格、その他の本公開買付けの諸条件の妥当性について慎重 

に協議、検討を行った結果、本取引により、当社が有する高価値のブランドや技術力等を最大限に活
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かしつつ、スピード感をもった効果的な業務提携の体制を構築することにより公開買付者と当社それ 

ぞれにおけるシナジーの最大化が可能となると考えられることから、本取引は、当社の中長期的な企 

業価値の向上、持続的な発展へとつながる最善の選択肢であり、また、近時の東京証券取引所におけ 

る当社普通株式の市場株価に対する本公開買付価格のプレミアムの水準及び上記株式価値算定書にお 

ける算定結果を踏まえるならば、本公開買付価格その他の本公開買付けの諸条件は当社の株主の皆様 

にとって妥当であると考えられることから、本公開買付けは、少数株主を含む当社の株主の皆様に対 

して合理的な株式売却の機会を提供するものであると判断いたしました。 

以上から、当社の取締役会は、本公開買付けに賛同の意見を表明するとともに、当社の株主の皆様 

に対して本公開買付けに応募することを推奨する旨の決議をいたしました。 

なお、本公開買付けに関する上記の意見については、平成24年１月31日開催の取締役会において、 

当社の取締役全６名（うち１名は社外取締役）のうち、本公開買付けに関する審議及び決議に参加し 

た取締役５名の全員一致により決議しております。なお、当社の取締役のうち社外取締役である小島 

邦夫氏は、日本証券金融の顧問を兼務しているため、利益相反を回避する観点から、本公開買付けに 

関する審議及び決議に参加しておらず、かつ当社の立場において公開買付者との協議及び交渉に参加 

しておりません。また、当社の監査役４名（うち２名は社外監査役）のうち、社外監査役である奈須 

野博氏は、日本証券金融の常務取締役を兼務しているため、利益相反を回避する観点から、上記の取 

締役会における本公開買付けに関する審議に参加しておらず、かつ、当社の立場において公開買付者 

との協議及び交渉に参加しておりませんが、社外監査役奈須野博氏を除く全監査役は、全員一致で当 

社の取締役会が本公開買付けに賛同の意見を表明すること及び当社の株主の皆様に対して本公開買付 

けに応募することを推奨することに異議がない旨の意見を述べております。 

（エ）公開買付者との間の公開買付けに関する覚書の締結 

当社は、公開買付者との間で、平成24年１月31日付で、本公開買付けの開始日から次期定時株主総 

会の終了時までの当社による以下の誓約事項を主な内容とする公開買付覚書を締結しております。 

(i) 当社は、本公開買付けにおける買付等の期間（以下「公開買付期間」といいます。）にわた 

り、本公開買付け以外の当社普通株式に対する公開買付けの実施その他の事情が新たに生じ 

たことにより、当社が本公開買付けに対する賛同の意見表明を行うこと又は賛同の意見表明 

を撤回しないことについて、当社取締役の善管注意義務に違反するおそれがあると合理的に 

判断される場合を除き、本公開買付けに賛同し、株主に対して応募を推奨する旨の取締役会 

決議を維持すること。 

(ii) 当社は、当社の子会社である日本証券代行の発行済普通株式の全て（9,838,000株）を平成 

24年４月２日までに譲渡すること。 

(iii) 当社の持分法適用関連会社である新潟証券の発行済普通株式の一部（100,000株以上）を本 

公開買付けに係る決済日の前日までに譲渡し、新潟証券を当社の財務諸表等規則第８条第５ 

項に定める関連会社ではないようにすること。 

(iv) 公開買付期間中に第三者から当社に対して買収提案や組織再編行為の提案があった場合に 

は、当社は、その旨を直ちに公開買付者に対して通知すること。 

(v) 当社は、（ii）に記載する株式譲渡の実行までに、日本証券代行が保有する当社普通株式の 

全てを有償（ただし、取得価額の総額は13,903,500円（本公開買付価格に日本証券代行が保 

有する当社普通株式の数である44,850株を乗じた額）を上限とする。）で取得すること。 

(vi) 当社は、本公開買付けの開始日から次期定時株主総会の終了時まで、自ら又はその子会社を 

して、善良なる管理者の注意をもって、通常の業務の範囲内で、その業務を運営し、かつ運 

営させるものとし、公開買付者の事前の書面による承諾がない限り、組織再編、定款変更、
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新株発行、重要な資産の譲渡又は処分（上記（ii）及び（iii）を除く。）等を行わず、か 

つ行わせないこと。 

(vii) 当社は、本公開買付けが終了し、公開買付者による当社普通株式の買付けが行われた場合に 

は、公開買付者との協議に基づき、次期定時株主総会に提出する会社提案を決定すること。 

（３）買付け等の価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等本公開買付け 

の公正性を担保するための措置 

① 当社における独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得 

当社は、公開買付者から提示された本公開買付価格に対する意思決定の過程における公正性を担保 

するため、不当に恣意的な判断がなされないよう、公開買付者及び当社から独立した第三者算定機関 

であるＴＹコンサルティング株式会社（以下「ＴＹＣ」といいます。）に当社の株式価値の算定を依 

頼し、当社取締役会は平成24年１月30日付でＴＹＣより株式価値算定書を取得しております。なお、 

当社は、ＴＹＣから本公開買付価格の公正性に関する意見（フェアネス・オピニオン）は取得してお 

りません。 

ＴＹＣは、当社経営陣から事業の現状、将来の事業計画等の資料を取得した上で当該内容について 

の説明を受け、それらの情報を踏まえて、当社の株式価値を算定しております。ＴＹＣの株式価値算 

定書では、当社が継続企業であるとの前提の下、当社の株式価値について多面的に評価することが適 

切であるとの考えに基づき、市場株価法及びディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法（以下「Ｄ 

ＣＦ法」といいます。）の各手法を用いて、当社の株式価値の算定を実施しております。 

市場株価法は、当社普通株式の株式市場における株価を基に株式価値を評価する手法であり、上場 

企業の株式価値評価における客観的な評価手法であるとの考えに基づいて、平成24年１月30日を算定 

基準日とし、当社普通株式の株式市場における算定基準日、直近１週間、直近１ヵ月間、直近３ヵ月 

間及び直近６ヵ月間の各期間における出来高加重平均株価（算定基準日の株価242円、直近１週間の出 

来高加重平均株価242円、直近１ヵ月間の出来高加重平均株価239円、直近３ヵ月間の出来高加重平均 

株価235円及び直近６ヵ月間の出来高加重平均株価251円）を分析した上で、当社普通株式の１株当た 

りの株式価値を235円から251円までと算定しております。 

ＤＣＦ法では、当社の事業計画を基礎として算定した将来キャッシュフローを、一定の割引率で現 

在価値に割り引くことによって企業価値を評価し、 当社普通株式の１株当たりの株式価値を289円から 

377円までと算定しております。 

なお、第三者算定機関であるＴＹＣは、公開買付者及び当社の関連当事者には該当せず、本公開買 

付けに関して記載すべき重要な利害関係を有しておりません。 

② 公開買付者における独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得 

公開買付者によれば、 公開買付者は、 本公開買付価格の決定にあたり、 その公正性を担保するため、 

公開買付者及び当社から独立した第三者算定機関として財務アドバイザーであるデロイト トーマツ 

ファイナンシャルアドバイザリー株式会社（以下「デロイトトーマツ」といいます。）に当社の株式 

価値の算定を依頼し、平成24年１月30日付でデロイトトーマツより提出された株式価値算定書を参考 

にしたとのことです。 

デロイトトーマツは、本公開買付けにおける算定手法を検討した結果、市場株価法及びＤＣＦ法の 

各手法を用いて、当社普通株式の価値算定を行ったとのことです。なお、公開買付者は、デロイトト 

ーマツから本公開買付価格の公正性に関する評価（フェアネス・オピニオン）を取得していないとの 

ことです。 

デロイトトーマツの株式価値算定書によると、採用した手法及び当該手法に基づいて算定された当
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社普通株式１株当たりの株式価値の範囲は以下のとおりとのことです。 

市場株価法： 235円から250円 

ＤＣＦ法： 268円から353円 

市場株価法では、基準日を平成24年１月30日として、東京証券取引所における当社普通株式の終値 

の直近１ヵ月平均（238円）、直近３ヵ月平均（235円）及び直近６ヵ月平均（250円）を基に、当社普 

通株式を分析し、１株当たりの株式価値を235円から250円までと算定したとのことです。 

ＤＣＦ法では、当社の事業計画、直近までの業績の動向、一般に公開された情報等の諸要素を前提 

として、当社が将来生み出すと見込まれるフリー・キャッシュ・フローを、一定の割引率で現在価値 

に割り引いて企業価値や当社普通株式の価値を分析し、１株当たりの株式価値を268円から353円まで 

と算定したとのことです。 

公開買付者は、デロイトトーマツから取得した株式価値算定書の各手法の算定結果に加え、当社に 

対するデュー・ディリジェンスの結果、当社による日本証券代行及び新潟証券の株式の譲渡や当社子 

会社における事業再構築等の影響、当社普通株式の市場株価動向、当社による本公開買付けへの賛同 

の意見表明の可否、過去の発行者以外の者による株券等の公開買付けにおいて市場価格に付与された 

プレミアムの実例及び本公開買付けに対する応募の見通し等を総合的に勘案し、最終的に平成24年１ 

月31日開催の取締役会において、本公開買付価格を310円とすることを決定したとのことです。 

なお、本公開買付価格310円は、本公開買付けの公表日の前営業日である平成24年１月30日の東京証 

券取引所における当社普通株式の終値242円に対して28.10％（小数点以下第三位四捨五入）のプレミ 

アムを、平成24年１月30日までの過去１ヵ月間の終値の単純平均値238円（小数点以下四捨五入）に対 

して30.25％（小数点以下第三位四捨五入）のプレミアムを、平成24年１月30日までの過去３ヵ月間の 

終値の単純平均値235円（小数点以下四捨五入）に対して31.91％（小数点以下第三位四捨五入）のプ 

レミアムを、平成24年１月30日までの過去６ヵ月間の終値の単純平均値250円（小数点以下四捨五入） 

に対して24.00％（小数点以下第三位四捨五入）のプレミアムをそれぞれ加えた価格であります。 

③ 当社における独立した法律事務所からの助言 

当社の取締役会は、本公開買付けを含む本取引に関する意思決定過程等における公正性、適正性、 

透明性及び合理性を確保するため、当社、日本証券金融及び公開買付者から独立したリーガルアドバ 

イザーとして西村あさひ法律事務所を選任し、本公開買付けを含む本取引に関する意思決定過程、意 

思決定方法その他留意点について、法的助言を受けています。 

④ 利害関係を有しない取締役及び監査役全員の承認 

当社は、平成24年１月31日開催の取締役会において、上記「①当社における独立した第三者算定機 

関からの株式価値算定書の取得」に記載の株式価値算定書、上記「③当社における独立した法律事務 

所からの助言」に記載の法的助言、その他の関連資料を踏まえ、本取引、本公開買付価格、その他の 

本公開買付けの諸条件の妥当性について慎重に協議、検討を行った結果、本取引により、当社が有す 

る高価値のブランドや技術力等を最大限に活かしつつ、スピード感をもった効果的な業務提携の体制 

を構築することにより当社と公開買付者それぞれにおけるシナジーの最大化が可能となると考えられ 

ることから、本取引は、当社の中長期的な企業価値の向上、持続的な発展へとつながる最善の選択肢 

であり、また、近時の東京証券取引所における当社普通株式の市場株価に対する本公開買付価格のプ 

レミアムの水準及び上記株式価値算定書における算定結果を踏まえるならば、本公開買付価格その他 

の本公開買付けの諸条件は当社の株主の皆様にとって妥当であると考えられることから、本公開買付 

けは、少数株主を含む当社の株主の皆様に対して合理的な株式売却の機会を提供するものであると判 

断し、本公開買付けに賛同の意見を表明するとともに、当社の株主の皆様に対して本公開買付けに応
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募することを推奨する旨の決議をしております。 

また、本公開買付けに関する上記の意見については、平成24年１月31日開催の取締役会において、 

当社の取締役全６名（うち１名は社外取締役）のうち、本公開買付けに関する審議及び決議に参加し 

た取締役５名の全員一致により決議しております。なお、当社の取締役のうち社外取締役である小島 

邦夫氏は、日本証券金融の顧問を兼務しているため、利益相反を回避する観点から、本公開買付けに 

関する審議及び決議に参加しておらず、かつ当社の立場において公開買付者との協議及び交渉に参加 

しておりません。また、当社の監査役全４名（うち２名は社外監査役）のうち、社外監査役である奈 

須野博氏は、日本証券金融の常務取締役を兼務しているため、利益相反を回避する観点から、上記の 

取締役会における本公開買付けに関する審議に参加しておらず、かつ、当社の立場において公開買付 

者との協議及び交渉に参加しておりませんが、社外監査役奈須野博氏を除く全監査役は、全員一致で 

当社の取締役会が本公開買付けに賛同の意見を表明すること及び当社の株主の皆様に対して本公開買 

付けに応募することを推奨することに異議がない旨の意見を述べております。 

⑤ 他の買付者からの買付機会を確保するための措置 

公開買付者によれば、公開買付者は、公開買付期間を、法令に定められた最短期間が20営業日であ 

るところ、33営業日としているとのことです。公開買付期間を法令に定められた最短期間より比較的 

長期に設定することにより、当社の株主の皆様に、本公開買付けに対する応募について適切な判断機 

会を提供しつつ、当社普通株式について公開買付者以外の買付者による買付け等の機会を確保するこ 

とで、本公開買付けの公正性を担保しているとのことです。また、公開買付者と当社は、公開買付者 

以外の買付者が実際に出現した場合に、当該買付者が当社との間で接触等を行うことを制限するよう 

な内容の合意は一切行っていません。 

（４）上場廃止となる見込み及びその理由 

当社普通株式は、本日現在、東京証券取引所市場第一部に上場されていますが、公開買付者は、本公 

開買付けにおいて買付予定の株券等の数に上限を設定していないため、本公開買付けの結果次第では、 

東京証券取引所の上場廃止基準に従い、当社普通株式は、所定の手続を経て上場廃止となる可能性があ 

ります。また、本公開買付けの完了後において当該基準に該当しない場合でも、本公開買付けに対して 

応募された当社普通株式の総数から日本証券金融が応募する当社普通株式の数（4,059,527株）及び日本 

ビルディングが応募する当社普通株式の数（131,250株）を控除した数が基準株式数以上となるときは、 

下記「（６）本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）」に記載のとお 

り、本公開買付けの終了後に、適用ある法令に従い、公開買付者は、公開買付者及び日本証券金融が当 

社の発行済株式全て（ただし、当社の自己株式を除きます。）を保有することを企図しているとのこと 

ですので、その場合には、本非公開化手続きを経て、東京証券取引所の上場廃止基準に従い、当社普通 

株式は所定の手続を経て上場廃止となります。なお、上場廃止後は、当社普通株式を東京証券取引所に 

おいて取引することができなくなります。また、本公開買付けに対して応募された当社普通株式の総数 

から日本証券金融が応募する当社普通株式の数（4,059,527株）及び日本ビルディングが応募する当社普 

通株式の数（131,250株）を控除した数が基準株式数に満たない場合には、当社普通株式の上場は維持さ 

れる予定です。 

（５）上場廃止を目的とする公開買付けに応募することを勧める理由及び代替措置の検討等 

本公開買付けを含む本取引により、上記「（４）上場廃止となる見込み及びその理由」に記載のとお 

り、当社普通株式は上場廃止となる場合がありますが、当社としては、本取引は、当社の企業価値の向 

上、持続的な発展へとつながる最善の選択肢であると考えられることから、本公開買付けに対し賛同の
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意見を表明いたしました。 

また、当社は、公開買付者による当社の連結子会社化及び本非公開化手続きを目的とした本公開買付 

けに関する諸条件について慎重に協議、検討を行った結果、近時の東京証券取引所における当社普通株 

式の市場株価に対する本公開買付価格のプレミアムの水準及び上記「（３）買付け等の価格の公正性を 

担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等本公開買付けの公正性を担保するための措 

置」の「①当社における独立した第三者算定機関からの株式価値算定書の取得」に記載の株式価値算定 

書における算定結果を踏まえるならば、本公開買付価格及び本公開買付けのその他の諸条件は当社の株 

主の皆様にとって妥当であり、本公開買付けは、少数株主を含む当社の株主の皆様に対して合理的な株 

式売却の機会を提供するものであると判断し、当社の株主の皆様に対し本公開買付けへの応募を推奨す 

る旨の決議をいたしました。 

なお、 公開買付者は、 当社の少数株主の皆様の利益を保護するべく、 上場廃止に伴う代替措置として、 

下記「（６）本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）」に記載の方法 

により、当社の少数株主の皆様に対して当社普通株式を売却する機会を提供しつつ、公開買付者及び日 

本証券金融が当社の発行済株式の全て（ただし、当社の自己株式を除きます。）を取得することを予定 

しているとのことです。 

（６）本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項） 

① 全部取得条項付種類株式による全部取得 

公開買付者は、本公開買付けにおいて当社の自己株式及び日本証券金融が本公開買付けに応募しな 

かった当社普通株式を除いた当社普通株式の全てを取得できなかった場合であって、かつ、本公開買 

付けに対して応募された当社普通株式の総数から日本証券金融が応募する当社普通株式の数 

（4,059,527株）及び日本ビルディングが応募する当社普通株式の数（131,250株）を控除した数が基 

準株式数以上となることを条件として、以下の方法により、公開買付者及び日本証券金融が当社の発 

行済株式（ただし、当社の自己株式を除きます。）の全てを取得することを企図しているとのことで 

す。

具体的には、 本公開買付けが成立した後、 公開買付者は、 当社における次期定時株主総会において、 

(i)当社において普通株式とは別の種類の株式を発行できる旨の定款の一部変更を行うことにより、 当 

社を会社法（平成17年法律第86号。その後の改正を含み、以下「会社法」といいます。）の規定する 

種類株式発行会社とすること、 (ii)当社の発行する全ての普通株式に全部取得条項（会社法第108条第 

１項第７号に規定する事項についての定めをいいます。以下同じとします。）を付すことを内容とす 

る定款の一部変更を行うこと、及び(iii)全部取得条項が付された当社普通株式の全部（ただし、当社 

の自己株式を除きます。）を取得し、当該取得と引き換えに普通株式とは別個の種類の当社の株式を 

交付することのそれぞれの議案を付議するよう当社に要請する予定とのことです。また、上記(i)が次 

期定時株主総会において承認され、上記(i)に係る定款の一部変更の効力が発生すると、当社は会社法 

の規定する種類株式発行会社となりますが、上記(ii)に係る定款の一部変更の効力を生じさせるため 

には、 会社法第111条第２項第１号に基づき、 次期定時株主総会における上記(ii)に係る決議に加えて、 

株式の内容として全部取得条項が付されることになる当社普通株式を保有する株主を構成員とする種 

類株主総会（以下「本種類株主総会」といいます。）の決議が必要となるため、公開買付者は、次期 

定時株主総会の開催日と同日を開催日とし、かつ上記(ii)に係る定款の一部変更を行うことを付議議 

案とする本種類株主総会の開催を当社に対して要請する予定とのことです。なお、公開買付者及び日 

本証券金融は、次期定時株主総会及び本種類株主総会において上記各議案に賛成する予定とのことで 

す。

上記各手続が実行された場合には、 当社の発行する全ての普通株式に全部取得条項が付された上で、
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その全て（ただし、当社の自己株式を除きます。）が当社に取得されることとなり、当社の株主（た 

だし、当社を除きます。）には当該取得の対価として当社の別個の種類の株式が交付されることにな 

りますが、当社の株主のうち交付されるべき当該別個の種類の株式の数が１株に満たない端数となる 

株主に対しては、会社法第234条その他の関係法令の定める手続に従い、当該端数の合計数（合計した 

数に端数がある場合には当該端数は切り捨てられます。）に相当する当該別個の種類の株式を売却す 

ること等によって得られる金銭が交付されることになります。なお、当該端数の合計数に相当する当 

該別個の種類の株式の売却価格については、当該売却の結果、各株主に交付されることになる金銭の 

額が、本公開買付価格に当該各株主が所有していた当社普通株式の数を乗じた価格と同一となるよう 

算定される予定とのことです。また、全部取得条項が付された当社普通株式の取得の対価として交付 

する当社の株式の種類及び数は、本日現在において未定ですが、公開買付者及び日本証券金融が当社 

の発行済株式（ただし、当社の自己株式を除きます。）の全てを所有することとなるよう、本公開買 

付けに応募されなかった当社の株主（ただし、公開買付者及び日本証券金融を除きます。）に対し交 

付しなければならない当社の株式の数が１株に満たない端数となるように決定する予定とのことです。 

上記各手続に関連する少数株主の権利保護を目的とした会社法上の規定として、上記(ii)の普通株 

式に全部取得条項を付す旨の定款の一部変更を行うに際しては、会社法第116条及び第117条その他の 

関係法令の定めに従って、 株主はその有する株式の買取請求を行うことができる旨が定められており、 

また、 上記(iii)の全部取得条項が付された当社の株式の全部の取得が次期定時株主総会において決議 

された場合には、 会社法第172条その他の関係法令の定めに従って、株主は裁判所に対して当該株式の 

取得の価格の決定の申立てを行うことができる旨が定められています。 

なお、当社の発行する全ての普通株式に全部取得条項を付し、当該株式の全てを取得するのと引き 

換えに当社の別個の種類の株式を交付するという上記の方法については、関係法令についての当局の 

解釈等の状況、本公開買付け後の公開買付者及び日本証券金融による当社普通株式の所有状況並びに 

公開買付者及び日本証券金融以外の当社の株主による当社普通株式の所有状況等により、実施に時間 

を要し、又は実施の方法に変更が生じる可能性があるとのことです。ただし、上記の方法を変更する 

場合でも、当社の各株主に最終的に交付されることになる金銭の額については、本公開買付価格を基 

準として算定される予定であるとのことです。 

ただし、上記の全部取得条項付種類株式による当社普通株式の取得が、当社の株主の皆様の意思を 

適切に反映し、その賛同を得た上で実施されることを確保する観点から、本公開買付けに対して応募 

された当社普通株式の総数から日本証券金融が応募する当社普通株式の数（4,059,527株）及び日本ビ 

ルディングが応募する当社普通株式の数 （131,250株） を控除した数が基準株式数以上となる場合には、 

上記の全部取得条項付種類株式による当社普通株式の取得の実施につき当社の株主の皆様の十分な理 

解が得られたものと判断し、本非公開化手続きを実施しますが、基準株式数未満となった場合には、 

当該実施を見合わせるとのことです。 

以上の場合における具体的な手続及びその実施時期等については、公開買付者と協議のうえ、決定 

次第、当社が速やかに公表する予定です。 

なお、本公開買付けは、次期定時株主総会及び本種類株主総会における当社の株主の皆様の賛同を 

勧誘するものでは一切ありません。また、本公開買付けへの応募又は上記各手続における税務上の取 

扱いについては、株主の皆様が各位において自らの責任にて税務専門家にご確認いただきますようお 

願いいたします。 

② 当社及び日本電子計算の経営統合 

公開買付者によれば、本公開買付けに対して応募された当社普通株式の総数から日本証券金融が応 

募する当社普通株式の数 （4,059,527株） 及び日本ビルディングが応募する当社普通株式の数 （131,250
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株）を控除した数が基準株式数以上となり、本非公開化手続きが実施される場合には、本非公開化手 

続きを経て当社普通株式が東京証券取引所において上場廃止となった後に、公開買付者は日本証券金 

融との間で本非公開化手続きの完了後における当社の株式の保有割合が公開買付者において80.00％、 

日本証券金融において20.00％を目処となるように当社の株式の譲渡等を行う予定とのことです。 なお、 

譲渡価格は、本公開買付価格を基準として算定される予定とのことです。また、公開買付者は、かか 

る持分の調整を行った後に、当社に対して本件吸収分割を完了後の日本電子計算との間で吸収合併を 

行うことを要請する予定とのことですが、どちらを吸収合併存続会社又は吸収合併消滅会社とするか 

については現時点においては未定であるとのことです。 

（７）第三者への譲渡について 

公開買付者は、本公開買付けに対して応募された当社普通株式の総数から日本証券金融が応募する 

当社普通株式の数（4,059,527株）及び日本ビルディングが応募する当社普通株式の数（131,250株） 

を控除した数が基準株式数以上となる場合には、本非公開化手続きを実施し、公開買付者及び日本証 

券金融が当社の発行済株式の全て（ただし、当社の自己株式を除きます。）を保有することを企図し 

ているとのことです。本非公開化手続きを実施する場合には、本非公開化手続きを経て当社普通株式 

が東京証券取引所において上場廃止となった後に、公開買付者は、日本証券金融との間で本非公開化 

手続きの完了後における当社の株式の保有割合が公開買付者において80.00％、 日本証券金融において 

20.00％を目途となるように当社の株式の譲渡等を行う予定であるとのことです。 この場合の譲渡価格 

は、本公開買付価格を基準として算定される予定とのことです。日本証券金融は、貸借取引業務、金 

銭及び有価証券の貸付業務、有価証券等管理業務（登録金融機関業務）といった証券金融業をその事 

業の内容としておりますが、公開買付者は、日本証券金融が当社の株式を保有し続けることにより、 

日本証券金融の証券業界における人脈、顧客基盤、資産等を通じて当社の企業価値の向上に向けた証 

券業界における今後の戦略的な取組みを深化させていくことができると考えているとのことです。な 

お、公開買付者と日本証券金融との間に資本関係はないとのことです。本日現在において、日本証券 

金融は当社普通株式を10,579,727株（保有割合：32.27％）保有しており、また、その子会社である日 

本ビルディングは当社普通株式を131,250株（保有割合：0.40％）保有しております。ただし、公開買 

付者と日本証券金融は、本公開買付応募契約を締結しており、日本証券金融が、その保有する当社普 

通株式10,579,727,株（保有割合：32.27％）の一部である4,059,527株（保有割合：12.38％）につい 

て本公開買付けに応募し（ただし、公開買付者が、日本証券金融に対して、日本証券金融が保有する 

当社普通株式について追加的に本公開買付けに応募することを要請した場合には、日本証券金融は直 

ちに公開買付者からの要請について公開買付者との間で誠実に協議することとなっているとのことで 

す。）、かつ、日本ビルディングをして、その保有する当社普通株式の全てである131,250株（保有割 

合：0.40％）を本公開買付けに応募させる旨を合意しているとのことから、本公開買付けが成立した 

場合には、日本証券金融が保有する当社普通株式は6,520,200株（保有割合：19.89％）となり、日本 

ビルディングは当社普通株式を一切保有しないこととなるとのことです。 

日本証券金融の概要は以下のとおりです。 

① 【会社の沿革】 

昭和２年７月 東株代行株式会社として設立、 東京株式取引所における短期清算取引の受渡調節業務を開 

始。 

昭和 18年９月 短期清算取引の廃止に伴い、商号を東京証券株式会社と改め日本証券取引所の第一種取引 

員となる。 

昭和 24年５月 取引所売買の再開に伴い、証券金融業務を開始。
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同年 12月 商号を変更して、日本証券金融株式会社となる。 

昭和 25年２月 金融機関としての経営機構を強化するため経営陣の一新を図り、 株式担保金融を主要業務 

として開始。 

同年４月 東京証券取引所に上場。 

同年５月 東京証券取引所の普通取引に直結したローン取引（融資業務は５月、貸株業務は６月）を 

開始。 

昭和 26年６月 ローン取引を発展的に解消して、貸借取引貸付を開始。 

昭和 30年 11 月 北海道証券金融株式会社、新潟証券金融株式会社及び福岡証券金融株式会社３社の営業の 

全部を譲受け、同年 12月札幌、新潟及び福岡に支店設置。 

昭和 31年４月 証券取引法の改正に伴い、同法に基づく証券金融会社の免許を取得。 

昭和 33年１月 日本ビルディング株式会社（現連結子会社）を設立。 

昭和 35年２月 公社債担保の貸付業務を開始。 

昭和 41年６月 株式会社日本事務サービス（現ジェイエスフィット株式会社）を設立。 

昭和 42年８月 証券会社に短期運転資金を融資する極度貸付を開始。 

昭和 43年 12 月 公社債担保貸付を拡充し、公社債流通金融を開始。 

昭和 52年３月 証券会社に対して貸借取引とは別に株券を貸付ける一般貸株業務を開始。 

同年 12月 国債元利金支払取扱店業務を開始。 

昭和 54年 10 月 日本銀行が行う公社債流通金融担保登録公社債代用証書制度に関する事務の代理業務を 

開始。 

昭和 60年 11 月 証券会社の保護預り証券を担保とする顧客向けの極度貸付を開始。 

平成元年５月 債券貸借の仲介業務を開始。 

平成８年４月 現金担保付債券貸借仲介業務を開始。 

平成 10年 11 月 日証金信託銀行株式会社（現連結子会社）を設立。 

平成 12年３月 割引短期国債等に係る証券業務を開始。 

平成 16年４月 日本証券業協会が開設する店頭売買有価証券市場の決済機構を利用した貸借取引貸付の 

開始。 

平成 17年 10 月 一般信用取引の決済に必要な金銭を証券会社に対し貸し付ける一般信用ファイナンスを 

開始。 

② 【会社の目的及び事業の内容】 

（ⅰ） 会社の目的 

日本証券金融は次の業務を営むことを目的とする。 

(1) 信用取引等の決済に必要な金銭又は有価証券を、 金融商品取引所が開設する取引所金融商 

品市場の決済機構を利用して貸し付ける業務。 

(2) 金融商品取引業者又はその顧客に対し、 金銭を貸し付ける業務 （(1)に掲げる業務を除く。）。 

(3) 有価証券の担保を徴して金銭を貸し付ける業務（(1)及び(2)に掲げる業務を除く。）。 

(4) 有価証券の貸借（(1)に掲げる業務を除く。）又は有価証券の貸借の媒介若しくは代理業 

務。 

(5) 有価証券の受渡に関する代理業務。 

(6) 有価証券の管理及び保管に関する業務。 

(7) 有価証券又は各種債権の取得又は譲渡。 

(8) 国債の元利金支払の代理業務。 

(9) その他前各号に付帯又は関連する業務。
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（ⅱ） 事業の内容 

日本証券金融は、連結子会社２社及び持分法適用関連会社２社を含む日本証券金融グループの中核 

企業です。 

日本証券金融グループの事業は、次のとおりであります。 

証券金融業……日本証券金融は貸借取引、公社債貸付、一般貸付、債券貸借及び貸株業務などに 

より、金融商品取引業者や個人投資家、機関投資家に対し、金銭又は有価証券を貸 

付けています。貸借取引については金融商品取引法第156 条の 24の規定により内 

閣総理大臣の免許を受け、その他の貸付については兼業業務として届出ています。 

また、有価証券等管理業務の登録金融機関業務を行っており、当業務については 

金融商品取引法第 33条の２の規定により内閣総理大臣の登録を受けています。 

信託銀行業……連結子会社の日証金信託銀行株式会社は、有価証券等の信託業務並びに預金及び 

貸出等の銀行業務を行っています。 

不動産賃貸業…連結子会社の日本ビルディングは、主に日本証券金融グループが所有する不動産 

の賃貸・管理を行っています。 

持分法適用関連会社２社のうち、当社は情報処理サービス業・証券事務管理・代行事業を、ジェイ 

エスフィット株式会社は情報処理サービス事業を行っています。 

以上の企業集団等について図示すると次のとおりであります。 

日本証券金融株式会社 

…貸借取引業務、金銭及び有価証券の貸付業務、有価証券等管理業務（登録金融 

機関業務） 

（連結子会社）日証金信託銀行株式会社 

…顧客分別金信託、有価証券信託等の信託業務及び預金・貸出等の銀行業務 

（連結子会社）日本ビルディング株式会社 

…日本証券金融グループ所有の不動産の賃貸・管理 

（持分法適用関連会社）株式会社ＪＢＩＳホールディングス 

…情報サービス事業、証券代行業務等を営むグループ子会社全体の戦略及び企画の立案、 

統括管理業務 

・日本電子計算株式会社 

…情報処理サービス、ソフトウェアの開発・販売 

・日本証券代行株式会社 

…証券代行業務、証券事務管理業務 

（持分法適用関連会社）ジェイエスフィット株式会社 

…情報処理サービス、ソフトウェアの開発・販売 

③ 【資本金の額及び発行済株式の総数】 

平成24年２月１日現在 

資本金の額 発行済株式の総数 

10,000百万円 93,700,000株
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④ 【大株主】 

平成23年９月30日現在 

氏名又は名称 住所又は所在地 

所有株式 

の数 

(千株) 

発行済株式の総数 

に対する所有株式 

の数の割合(％) 

日本トラスティ・サー 

ビス信託銀行株式会 

社 

東京都中央区晴海１－８－１１ 13,206 14.09 

NORTHERN TRUST 

GLOBAL SERVICES LTD 

RE NORWEGIAN CLIENTS 

ACCOUNT 

（常任代理人 香港 

上海銀行東京支店） 

50 BANK STREET, CANARY WHARF, 

LONDON, E14 5NT, UK 

（東京都中央区日本橋３－１１－ 

１） 

5,708 6.09 

株式会社みずほコー 

ポレート銀行 
東京都千代田区丸の内１－３－３ 4,374 4.66 

公益財団法人資本市 

場振興財団 

東京都中央区日本橋茅場町１－２ 

－４ 
3,531 3.76 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５ 3,093 3.30 

日本マスタートラス 

ト信託銀行株式会社 
東京都港区浜松町２－１１－３ 2,563 2.73 

資産管理サービス信 

託銀行株式会社 

東京都中央区晴海１－８－１２ 

晴海アイランドトリトンスクエア 

オフィスタワーＺ棟 

2,319 2.47 

BBH FOR SEI INST 

INVESTMENTS TRUST 

WORLD EQUITY EX-US 

FUND/JO HAMBRO 

（常任代理人 三菱 

東京ＵＦＪ銀行） 

1 FREEDOM VALLEY DRIVE OAKS 

PENNSYLVANIA 19456 U.S.A 

（東京都千代田区丸の内２－７－ 

１） 

2,187 2.33 

STATE STREET BANK AND 

TRUST COMPANY 

（常任代理人 香港 

上海銀行東京支店） 

P.O. BOX 351 BOSTON 

MASSACHUSETTS 02101 U.S.A. 

（東京都中央区日本橋３－１１－ 

１） 

1,591 1.69 

J.P. MORGAN CLEARING 

CORP-SEC 

（常任代理人 シテ 

ィバンク銀行） 

THREE CHASE METROTECH CENTER, 

BROOKLYN, NEW YORK 11245, U.S.A 

（東京都品川区東品川２－３－１ 

４） 

1,495 1.59 

計 ― 40,072 42.76 

（注）１ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 13,206 千株 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 2,563 千株 

資産管理サービス信託銀行株式会社 2,319 千株 

２ スカゲン・エーエスより平成 21年 12 月 14 日付で大量保有報告書（変更報告書）の写しの送 

付があり、以下のとおり株式を保有している旨報告を受けておりますが、日本証券金融として 

当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主 

の状況」には含めておりません。
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氏名又は名称 住所 
所有株式数 

(千株) 

発行済株式総 

数に対する所 

有株式数の割 

合(％) 

スカゲン・エーエス 
ノルウェー王国、 スタヴァンゲル4006、 

スカゲン３ 
5,677 6.06 

計 － 5,677 6.06 

３ ジェイ・オー・ハンブロ・キャピタル・マネージメント・リミテッドより平成 23年３月 22日 

付で大量保有報告書の写しの送付があり、以下のとおり株式を保有している旨報告を受けてお 

りますが、日本証券金融として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認が 

できませんので、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

(千株) 

発行済株式総 

数に対する所 

有株式数の割 

合(％) 

ジェイ・オー・ハンブロ・ 

キャピタル・マネージメ 

ント・リミテッド 

英国ロンドン SW1Y 6QB、ライダー・ス 

トリート 14、ライダー・コート 1 

階 

4,690 5.01 

計 － 4,690 5.01 

⑤ 【役員の職歴及び所有株式の数】 

平成24年２月１日現在 

役名 職名 氏名 生年月日 職歴 
所有株式数 

(千株) 

取締役社長 

代表取締役 
― 増渕 稔 

昭和18年11 

月３日生 

平成５年５月 日本銀行営業局審議 

役 

６年５月 同行信用機構局長 

10年７月 同行理事 

14年７月 日本アイ・ビー・エム 

株式会社特別顧問 

16年６月 日本証券金融株式会 

社取締役社長（現在） 

17年６月 日証金信託銀行株式 

会社取締役 

18年６月 日本電子計算株式会 

社取締役（現在） 

20年６月 日本ビルディング株 

式会社取締役（現在） 

22年６月 東京製綱株式会社取 

締役（現在） 

37 

取締役副社長 

代表取締役 
― 松田 広光 

昭和23年９ 

月11日生 

平成10年７月 福岡国税局長 

11年８月 長野県警察本部長 

13年８月 財務省理財局次長 

14年８月 住宅金融公庫理事 

19年４月 独立行政法人住宅金 

融支援機構理事長代 

理 

20
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20年６月 日本証券金融株式会 

社取締役副社長（現 

在） 

専務取締役 

代表取締役 
― 小林 英三 

昭和23年９ 

月８日生 

平成11年５月 日本銀行人事局長 

12年５月 同行考査局長 

14年６月 同行理事 

18年５月 アフラック（アメリカ 

ンファミリー生命保 

険会社）シニア・アド 

バイザー 

19年７月 同社副会長 

22年５月 日本証券金融株式会 

社顧問 

22年６月 同社専務取締役（現 

在） 

6 

専務取締役 ― 橋本 泰久 
昭和26年２ 

月27日生 

平成８年５月 日本銀行那覇支店長 

10年５月 同行秘書役 

14年２月 同行政策委員会室長 

15年５月 同行発券局長 

17年２月 同行総務人事局 

17年５月 日本証券金融株式会 

社顧問 

17年６月 同社常務取締役 

18年６月 日本証券代行株式会 

社取締役（現在） 

21年６月 株式会社ＪＢＩＳビ 

ジネスサービス取締 

役 

21年６月 日本証券金融株式会 

社専務取締役（現在） 

22 

常務取締役 ― 奈須野 博 
昭和25年１ 

月12日生 

昭和48年４月 日本証券金融株式会 

社入社 

平成12年６月 同社証券部長 

14年６月 同社決済管理部長 

17年６月 日本証券代行株式会 

社監査役（現在） 

17年６月 日本証券金融株式会 

社取締役経理部長 

18年６月 同社執行役員経理部 

長 

18年10月 株式会社ＪＢＩＳホ 

ールディングス監査 

役（現在） 

19年６月 日本証券金融株式会 

社常務取締役（現在） 

21年６月 株式会社ＪＢＩＳビ 

ジネスサービス監査 

役 

38 

常務取締役 ― 朝倉 洋 
昭和30年11 

月１日生 

昭和53年４月 日本証券金融株式会 

社入社 

平成14年６月 同社企画部長 

17年６月 同社貸借取引部長 

18年６月 同社執行役員貸借取 

引部長 

18年10月 株式会社ＪＢＩＳホ 

23
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ールディングス取締 

役 

20年２月 日本証券金融株式会 

社執行役員融資部長 

21年６月 同社常務取締役（現 

在） 

23年６月 日本電子計算株式会 

社監査役（現在） 

取締役 － 今井 敬 
昭和４年12 

月23日生 

平成５年６月 新日本製鐵株式会社 

代表取締役社長 

10年４月 同社代表取締役会長 

10年５月 社団法人経済団体連 

合会会長 

14年５月 社団法人日本経済団 

体連合会名誉会長（現 

在） 

14年６月 日本証券金融株式会 

社取締役（現在） 

15年４月 新日本製鐵株式会社 

取締役相談役名誉会 

長 

15年６月 同社相談役名誉会長 

20年６月 同社社友名誉会長（現 

在） 

4 

取締役 － 菅野 明 
昭和７年12 

月１日生 

昭和61年12月 日本銀行理事 

平成４年５月 日本輸出入銀行副総 

裁 

６年５月 全国銀行協会連合会 

副会長専務理事 

11年４月 全国銀行協会副会長 

専務理事（改称） 

15年６月 日本証券金融株式会 

社取締役（現在） 

16年12月 有限責任中間法人日 

本卸電力取引所理事 

長 

21年６月 一般社団法人日本卸 

電力取引所理事長（改 

称）（現在） 

37 

取締役 － 越田 弘志 
昭和12年５ 

月21日生 

平成３年６月 大和証券株式会社代 

表取締役副社長 

10年６月 大和証券投資信託委 

託株式会社代表取締 

役社長 

13年６月 同社代表取締役会長 

社団法人投資信託協 

会会長 

15年６月 大和証券投資信託委 

託株式会社特別顧問 

15年７月 日本証券業協会会長 

18年７月 日本証券業協会公益 

理事 

ＮＰＯエイプロシス 

（特定非営利活動法 

人 投資と学習を普 

3
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及・推進する会）理事 

長 

18年９月 株式会社かんぽ（現 

株式会社かんぽ生命 

保険）取締役（現在） 

19年７月 大和証券投資信託委 

託株式会社顧問（現 

在） 

20年６月 日本証券金融株式会 

社取締役（現在） 

20年７月 日本証券業協会顧問 

(現在) 

常勤監査役 － 水野 潮 
昭和28年12 

月１日生 

平成11年６月 東京証券取引所財務 

部主計室長 

13年11月 財団法人証券保管振 

替機構株式会社設立 

準備室長 

14年６月 株式会社証券保管振 

替機構企画部長 

16年６月 同社経営企画部長 

17年６月 株式会社東京証券取 

引所財務部長 

19年６月 同社上場審査部長 

19年11月 東京証券取引所自主 

規制法人上場審査部 

長 

20年６月 日本証券金融株式会 

社監査役(現在) 

13 

常勤監査役 － 井口 雅夫 
昭和29年６ 

月12日生 

昭和53年４月 日本興業銀行（現 み 

ずほコーポレート銀 

行）入行 

平成15年４月 同行証券事務部長 

17年７月 同行人事部参事役（人 

材開発室長） 

19年６月 日本証券金融株式会 

社経理部審議役 

20年６月 同社リスク管理部長 

21年６月 同社執行役員リスク 

管理部長 

23年６月 同社執行役員リスク 

管理部長退任 

23年６月 同社監査役（現在） 

8 

監査役 ― 神山 敏夫 
昭和16年11 

月18日生 

昭和44年２月 公認会計士登録 

44年２月 神山公認会計士事務 

所代表（所長）（現在） 

44年４月 税理士登録 

平成４年７月 日本公認会計士協会 

理事 

７年２月 株式会社日本会計士 

学館代表取締役社長 

（現在） 

13年８月 日本公認会計士協会 

不服審査委員 

13年８月 公認会計士試験委員 

15年６月 日本証券金融株式会 

16
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社監査役（現在） 

16年７月 日本公認会計士協会 

監事 

補欠監査役 ― 出縄 正人 
昭和39年２ 

月５日生 

平成２年４月 弁護士登録（第一東京 

弁護士会） 

沖信・石原法律事務所 

（現 スプリング法 

律事務所）入所 

11年１月 同法律事務所パート 

ナー弁護士（現在） 

12年６月 株式会社金冠堂監査 

役（現在） 

14年４月 慶應義塾大学法学部 

非常勤講師 

17年２月 株式会社アルベック 

ス監査役（現在） 

19年７月 株式会社アドバイス 

リンク取締役（現在） 

19年９月 日本プライムリアル 

ティ投資法人監督役 

員（現在） 

20年６月 日本証券金融株式会 

社補欠監査役（現在） 

21年４月 慶應義塾大学大学院 

法務研究科（法科大学 

院）非常勤講師 

23年４月 最高裁判所司法研修 

所民事弁護教官（現 

在） 

― 

計 227 

（注）１ 取締役今井敬、菅野明及び越田弘志の３氏は、社外取締役に該当します。 

２ 監査役水野潮及び神山敏夫の両氏は、社外監査役に該当します。 

３ 役員の所有株式数については、平成23年９月30日現在の数字を記載しております。 

３．公開買付者と当社の株主との間における公開買付けへの応募に係る重要な合意に関する事項 

公開買付者によれば、公開買付者は、当社の筆頭株主である日本証券金融との間で平成24年１月31 

日付で本公開買付応募契約を締結し、日本証券金融が、その保有する当社普通株式10,579,727株（保 

有割合：32.27％）の一部である4,059,527株（保有割合：12.38％）について本公開買付けに応募し、 

かつ、 日本ビルディングをして、 その保有する当社普通株式の全てである131,250株 （保有割合：0.40%） 

を本公開買付けに応募させる旨を合意しているとのことです（ただし、公開買付者が、日本証券金融 

に対して、日本証券金融が保有する当社普通株式について追加的に本公開買付けに応募することを要 

請した場合には、日本証券金融は直ちに公開買付者からの要請について公開買付者との間で誠実に協 

議することとなっているとのことです。）。なお、本公開買付応募契約においては、（i）本公開買付 

けが開始されていること、（ii）本公開買付応募契約に基づく公開買付者の表明及び保証が重要な点に 

おいて真実かつ正確であること（注３）、並びに（iii）公開買付者について本公開買付応募契約に定 

める義務（注４）の重大な違反が存しないこと等が応募の前提条件とされているとのことですが、当 

該前提条件が満たされない場合であっても、日本証券金融がその裁量により本公開買付けに応募する 

ことは妨げられないとのことです。 

また、上記「（６）本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）」の 

「①全部取得条項付種類株式による全部取得」に記載のとおり、本公開買付けに対して応募された当
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社普通株式の総数から日本証券金融が応募する当社普通株式の数（4,059,527株） 及び日本ビルディン 

グが応募する当社普通株式の数（131,250株）を控除した数が基準株式数以上であることを条件に、全 

部取得条項付種類株式による当社普通株式の取得を実施するとのことです。本非公開化手続きを実施 

する場合には、本非公開化手続きを経て当社普通株式が東京証券取引所において上場廃止となった後 

に、公開買付者は日本証券金融との間で本非公開化手続きの完了後における当社の株式の保有割合が 

公開買付者において80.00％、日本証券金融において20.00％を目処となるように当社の株式の譲渡等 

を行う予定とのことです。なお、譲渡価格は、本公開買付価格を基準として算定される予定とのこと 

です。他方、本公開買付けが成立した後で本非公開化手続きを実施しない場合には、本公開買付け後 

の公開買付者が保有する当社普通株式の数は、18,979,243株以下（ただし、買付予定数の下限を付し 

ていることから、16,394,701株以上）となり、その保有割合は57.88％以下（ただし、買付予定数の下 

限を付していることから、50.00％以上）となり、日本証券金融が本公開買付け後に保有する当社普通 

株式の数は、6,520,200株（保有割合：19.89％）となるとのことです（ただし、公開買付者が、日本 

証券金融に対して、日本証券金融が保有する当社普通株式について追加的に本公開買付けに応募する 

ことを要請した場合には、日本証券金融は直ちに公開買付者からの要請について公開買付者との間で 

誠実に協議することとなっているとのことです。当該協議に基づき、日本証券金融が追加的に本公開 

買付けに応募した場合には、その数は減少することとなるとのことです。）。 

（注３）本公開買付応募契約において、公開買付者は、（i）公開買付者の適法な設立及び有効な存続、 

（ii）本公開買付応募契約の締結・履行に必要な権利能力及び行為能力の保有並びに必要な手 

続の履践、（iii）本公開買付応募契約の適法性、有効性及び強制執行可能性、（iv）本公開買付 

応募契約の締結・履行等が許認可、法令等に違反しておらず、債務不履行を構成しないことを 

表明及び保証しているとのことです。 

（注４）本公開買付応募契約において、公開買付者は、本公開買付けを実施する義務、本公開買付応募 

契約上の表明保証違反又は義務違反による補償義務及び秘密保持義務を負っているとのことで 

す。 

４．公開買付者又はその特別関係者による利益供与の内容 

該当事項はありません。 

５．会社の支配に関する基本方針に係る対応方針 

該当事項はありません。 

６．公開買付者に対する質問 

該当事項はありません。 

７．公開買付期間の延長請求 

該当事項はありません。
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８．今後の見通し 

上記「２．当該公開買付けに関する意見の内容、根拠及び理由」「（２）本公開買付けに関する意見 

の根拠及び理由」「②本公開買付けに賛同するに至った意思決定の過程及び理由」「（イ）本公開買付 

け後の経営方針」、「（４）上場廃止となる見込み及びその理由」及び「（６）本公開買付け後の組織 

再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）」をご参照ください。 

以 上 

（添付資料） 

公開買付者が本日公表した適時開示資料「株式会社ＪＢＩＳホールディングス株券に対する公開買付けの 

開始に関するお知らせ」


